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3月分より健康保険と介護保険の料率が変更となります。介護保険料率は全国一律です。保険料の内訳は下表の通りです。
	
	事業主

負担
	本人負担
	合計

	健康保険

（千葉）
	4.72％
（4.655%)
	4.72％
（4.655%)
	9.44％
（9.31%)

	健康保険

（東京）
	4.74％

（4.66％）
	4.74％

（4.66％）
	9.48％

（9.32％）

	健康保険

（埼玉）
	4.725％

（4.65％）
	4.725％

（4.65％）
	9.45％

（9.3％）

	介護保険

(40～64歳)
	0.755％

（0.75%）
	0.755％

（0.75%）
	1.51％

（1.5%）


(　)内は２月までの料率


(1)平成3年生まれ
　(満20歳)

・国民年金に加入
　→20歳の誕生日の前日の属する月から国民年金保険料（4月より15,020円）がかかります。
(2)昭和46年生まれ(満40歳)
・介護保険第2号被保険者に該当

　→誕生日前日の属する月の翌月に支払われる給与から健康保険料に加えて、介護保険料も徴収します。
(3)昭和26年生まれ(満60歳)
・老齢厚生年金の請求と在職老齢年金
　→必要な加入年数を満たしている場合請求を行います。社会保険に加入している人は、老齢厚生年金の基本月額と社会保険の標準報酬月額、標準賞与額を12で割った額を合算した金額が28万円を超えると、年金に支給停止部分がでてきます。
・60歳到達時賃金月額登録

　→5年以上雇用保険に加入している場合、登録を行います。60歳到達時賃金月額の75％未満の賃金で働く場合、高年齢雇用継続基本給付金が支給されます。
(4)昭和22年4月1日以前生まれ

・雇用保険料が免除

　→４月分の給与から控除の必要はありません。
(5)昭和21年生まれ(満65歳)
・介護保険第1号被保険者に該当
　→介護保険料は直接市町村に納付（年金から天引き）となります。誕生日の前日の属する月の翌月に支払われる給与から介護保険料を控除する必要はありません。
・在職老齢年金の支給制限緩和
　→28万円が46万円に緩和されます。老齢基礎年金は満額受給です。
(6)昭和16年生まれ（満70歳）

・厚生年金被保険者資格喪失

→在職老齢年金の支給制限は引き続きます。
(７)昭和11年生まれ（満75歳）

・後期高齢者医療制度に移行します。
65歳未満の定年の定めをしている事業主は、①定年の引上げ、②継続雇用制度の導入、③定年の定めの廃止のいずれかの措置を講じなければなりません。
◆②の継続雇用制度の導入について







就業規則だけで基準を定め、労使協定が未締結の場合、高年齢者雇用安定法に違反することになります。
　継続雇用する労働者の基準を定めており、労使協定の締結を行っていない会社は3月中に労使協定を結んでください。（労使協定は、労働基準監督署等に届け出る必要はありません）
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？

Ｑ；我が社はタイムカードによって社員の出退勤を管理しています。タイムカードをみると残業を毎日行っている社員がいます。しかしその社員に与えている業務量は残業をするほど多くないはずです。こういった社員にもタイムカードに記載された時間に対して時間外手当を支払う必要があるのでしょうか？
Ａ；労働時間とみなされるには、5つのポイント（場所、時間、態度、遂行方法、上司からの指揮命令）があります。社員が自主的に残業していた場合は、この中の「上司からの指揮命令」の有無が重要になってくると考えられます。
残業の命令をしていなくても、社員が自主的に残業していることを知りながら放置していると、上司からの黙示の指示があったと解され、残業時間が労働時間と判断され得ます。
　従って今の状態を放置しておくと、毎日時間外手当を支払う義務が生じる可能性があります。
　実際に業務量が残業をする必要がない程度であれば、社員に残業禁止命令をだし、指揮命令下での業務時間、すなわち労働時間とされない状態にするのがよいでしょう。
　また、社員に確認をしてみたら、実際に残業が必要となるほど業務量が多い可能性もあります。そういった場合でも、残業を上司の許可制にして、予め残業時間に行う業務内容や、残業時間の申告を行うようにすることで、不要な残業時間を減らすことができます。
23年３月号








平成23年4月以降、基準を定めている会社は必ず労使協定の締結を行うこと





定年後の継続雇用制度について





生年月日で影響を受ける方





基本：希望者全員を対象とすること
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特例の特例


平成23年3月31日までは、労使協定の締結協議が調わない場合、常時雇用する労働者が300人以下の会社であれば、就業規則で基準を定めればよい。





特例：労使協定により対象者の基準を定めること








健康保険料率介護保険料率の変更





70歳～74歳の健康保険の自己負担割合が、平成23年度も1割に据え置かれることになりました。（現役並み所得者を除く）会社に新たな高齢受給者証が送付されてきますので、ご本人にお渡しください。また、ご本人から現在の高齢受給者証を回収いただき、同封の封筒にてご返送いただくか、上野事務所にお渡しください。
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